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2020年8月、ロサンゼルス市は新型コロナウイルス感染症の第
1波に直面していました。その後、同月末までには、1日当たり
の感染者を前月ピーク時の3分の1近くである約1,000人に抑
えることに成功しました 1。この間、ロサンゼルス市長のEric
Garcetti氏は、非接触・人間中心の都市戦略（Contactless
and People - Centered City Initiative）を実行するための行
政命令を発行しました2。

この行政命令は、サービスを時間や場所に関係なく全市民に

提供できるようにする、デジタルサービスの加速に注力していま

した。決済サービスをはじめ、直接的な支援サービス、プログラム

アプリケーション、登録業務、許可業務、図書館サービスなどの

感染症第1波で提供を中断または中止したサービス全てを優
先し、非接触的な方法を用いてオンラインで利用できるように

しました3。

ロサンゼルス市が実施した措置には、単一のパスワードとデジタ

ルアカウントを市民に提供し、同市が提供する幅広いサービス

へのアクセスを可能にするAngelo Accountという取り組みの導
入が含まれていました。これは、資金援助を必要とする世帯を

支援したAngeleno Cardというプログラムの延長線上で始まっ
た取り組みです。Angelo Accountの取り組みは次第にサービス
提供範囲を拡大し、今日では、契約申請の目的で利用する

企業をはじめ、多くの人々に活用されるようになってきました。

2020年11月までに、56,000件以上のAngelo Accountが中小
企業に発行されました4。また、市の各部門は、さまざまなサービ

スのオンラインへの移行に注力しました。例えば、公衆衛生局

では、従来は責任者による書面での署名が求められていた、

企業からの入札申請や従業員からの残業申請を含む、多く

のサービスをペーパレス化しました5。

2020年11月に、より大きな、新型コロナウイルス感染症の第2
波が押し寄せた際には、同市はデジタルサービスの提供やリ

モートワーク環境整備をより安定的に実行しました。例えば、市

はパンデミック初期において、職員11,600人以上を安全なクラ
ウドプラットフォームに移行し、その後さらに職員18,000人にまで
リモートワーク環境を拡大しました。

パンデミックの発生以来、世界の複数の都市でこのような事例

が展開されており、その大半の都市が従業員を仮想環境へ移

行し、デジタルサービスの提供を加速するために迅速に行動し

ました。デロイトはESI ThoughtLabと協力し、2020年8月から11
月の間、世界167都市のリーダーに調査を行い、ポストパンデ
ミック時代に都市の発展を促すデジタルテクノロジー、データ、そ

の他の革新的なソリューションの活用方法について理解を深め

ました（調査方法の詳細については、「本調査の概要」の項を

参照）。

本調査の結果、パンデミックにより多くの都市で実施されてい

たデジタル変革の取り組みが急加速され、次世代のデジタル

対応都市を実現する上での道が切り開かれたことが示されま

した。以下をご覧ください。

ロサンゼルスのように、世界の多くの都市は、「デジタル化の実

行」から「デジタル化の完成」へ移行させるためのデジタルピボッ

トと我々が呼ぶ、さまざまな資産や機能を活用しています。各

都市は、これらの資産や機能を活用することで、デジタルサービ

スの提供の変革（パーソナライズされ、ストレスフリーで、プロア

クティブで、オムニチャネル化された、先読み型の公共サービス

の実現）と都市運営の変革（デジタルインフラ拡大、プロセス

統合の推進、相互運用性の改善、による業務効率の改善）

が可能になります。

本調査では、各都市がデジタルピボットを用いて、その特性を

デジタルサービス提供や運営面でどのように発展させているかを

探ります。ESI ThoughtLabとデロイトが実施する本グローバル調
査では、都市運営やデジタルサービスの提供を改善する際の

課題の特定や、進捗状況の追跡を行う上での推奨事項を提

供しています。

調査対象都市の40%が、特にパンデミック下にお
ける、意思決定を行うに際してのタイムリーなデータ

へのアクセスや高度なアナリティクスの重要性を学

んだと言及しました。

調査対象都市の54%が、パンデミックにより遠隔
医療への移行が加速していくだろうと言及しました。

また、3分の1が、パンデミックによりオンライン教育

への移行も加速していくだろうと言及しました。

調査対象都市の36%が、パンデミックによって、都
市運営の継続面での脆弱性が、特にテレワークに

おいて、明らかになったと報告しています。

調査対象都市の28%が、パンデミックによって、デ
ジタルインフラ、ITシステム、プラットフォーム、ワーク

フローの弱点が明らかになったと言及しています。

調査対象都市の65%が、デジタル変革を行うこ
とは都市の未来のために極めて重要だと言及して

います。
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「デジタル化の実行」から

「デジタル化の完成」への移行

行政でのデジタル変革は、1990年代後半の「e-Gov」の取り組
みから始まったものであり、主にオンラインサービスや、行政の物

理的なサービスについてのデジタルアバターの提供に注力してい

ました。次第に、この変革のジャーニーは、バックオフィスの再構

築をはじめ、ITインフラの強化、クラウドインフラ、カスタマーエク
スペリエンス向上活動、相互運用性、センサーとIoT技術を活
用した物的インフラとサイバーの融合を含む、さまざまなフェーズ

を介して進化を遂げました。

しかし、新型コロナウイルス感染症が証明したのは、多くの市

行政部門が真の意味でデジタルファーストな組織になるための

道のりは依然長い、ということでした。それには、支援金の需要

が急激に拡大したため対応しきれない場合があること、ウェブサ

イトがクラッシュしてしまうこと、コールセンターが過度な負担を抱

えること、遠隔医療や仮想学習の拡大が遅れがちになること

などが挙げられます。

パンデミックの発生前、各都市は主に「デジタル化の実行」に

焦点を当て、自組織の機能を向上させるためにデジタルテクノ

ロジーを活用し、従来型の運営モデルに大きく依存していました。

しかし、パンデミックの発生に伴い、デジタルテクノロジーとプロセ

スを自組織により深く組み込み、「デジタル化を完成」させる必

要性が生じました（「デジタル化の完成」の詳細については、

行政のデジタル変革を促す7つのデジタルピボットを参照）。

しかし、真の意味で「デジタル化を完成」させるには、さらなる労

力が必要になります。この段階において、各都市は、AI、サイ
バー、クラウドのテクノロジーを活用することで、ヒューマンエクスペ

リエンスを向上させ、サービス提供とバックオフィスの運営を根

本的に変革していくことになります（図1）。

各都市がデジタル化の完成に向けて前進できるかどうかは、い

かにデジタルピボットに焦点を当ててうまく運営できるかに拠るこ

とになります（図2）。

図1

各都市は「デジタル化の実行」から

「デジタル化の完成」へ移行すべきである

非常に多くの行政機関が、デジタルサービスを展開すればデ

ジタルな組織を構築できるだろうと考えています。しかし、デジ

タル変革では、組織の運営方法や考え方を、デジタルの「実

行」から「完成」へと根本的に変えることに焦点を当てています。

本調査の概要

ESI ThoughtLabは、デロイトを含む企業、行政、学術界の
リーダーのグループとの協力のもと、世界167都市のリーダーを
調査し、国連の持続可能な開発目標（SDGs）達成に向
けた進捗状況、パンデミックへの対処方法、ポストパンデミッ

ク時代に各都市の発展を促すデジタルテクノロジー、データ、

その他の革新的なソリューションの活用方法について理解を

深めました。

本調査は、2020年8月から11月まで実施され、さまざまな所
得水準と人口規模を擁する82カ国の都市を対象にしました。
また、さまざまな都市領域でのテクノロジーやデータの活用の

進展度合い、ならびに、市民とステークホルダーのエンゲージ

メントを高める能力を基に、各都市のスマートシティとしての

成熟度を、初期段階都市、中期段階都市、スマートシティ

先進都市に分類しました。調査の結果、29%が初期段階
都市、49%が中期段階都市、22%がスマートシティ先進都
市に分類されました。

デジタル化の開始

デジタル店舗やウェブサイトを構築し、情報や基本

サービスを提供しています。サービスや行政の運営

への実質的な変化はほとんどありません。

デジタル化の実行

カスタマーエクスペリエンスの向上のためにデジタル

テクノロジーが導入されサービスの改善につながって

いますが、行政の運営にはほとんど変化がもたらさ

れていません。

デジタル化への移行

一部のサービスの完全なデジタル化に向けた高度

なデジタル戦略が採用されていますが、大半がい

まだに物理とデジタルを組み合わせたサービスと

なっています。サービスの提供プロセスや運営に大

きな変化がもたらされているものの、依然として、

継続的な改善を可能にするコグニティブインテリ

ジェンスに欠けています。

デジタル化の完成

ヒューマンエクスペリエンスが向上しています。人間

中心設計およびAI、サイバー、クラウド等の高度な
テクノロジーを活用し、行政の運用モデルを変革す

ることで、サービス提供を根本的に改善しています。

デジタルの取り組みの「実行」段階で、デジタル化

の完成を実現していると錯覚し、「実行」止まりの

無限ループに陥り、デジタルに対する考え方、サー

ビス提供、運営モデルの変革ができていない組織

が多く存在します。

https://www2.deloitte.com/us/en/insights/industry/public-sector/government-digital-transformation-strategy.html?id=gx:2sm:3tw:4di6974:5awa::050321:&pkid=1007392


「デジタル化の実行」から「デジタル化の完成」への移行：ポストパンデミック時代における都市サービスと都市運営の変革

4

各都市によるデジタルサービス提供の変革

本調査では、ディスラプションを招いた外的な要因として各都

市のリーダーが挙げたのは、「パンデミックとその影響」および「経

済成長と雇用率の低下」が上位2つでした。いずれも、現在多
くの都市にとって、明確かつ現存する課題となっています。続い

てわずかな差で「デジタル化に対する市民からの需要と期待の

高まり」が第3位となっています。

市民は、場所や時間、デバイスを問わずアクセス可能な、市

民の目線で開発されたエンドツーエンドのデジタル体験を期待

しています。市民は、自分を支援してくれる人を探す際に、複

数機関のウェブサイトを転々としなければならないような時間の

浪費は決して望んでいません。わずか数段階のシンプルなス

テップで、自分の質問に対する回答を得たり、取引を完了させ

たりしたいと願っています。市民は既に、商業用のデジタルサー

ビスやEコマースサービスでそういったシンプルな手順に慣れ親し
んでいます。

各都市は、そのような統合されたシームレスなデジタル体験を

市民に提供しようと努力を重ねています。

例えば、2020年12月、香港ではiAM Smartというアプリケー
ションをローンチしました。これは、統合デジタルプラットフォームで

あり、市民はこれを通じて、オンラインで複数のサービスを利用

できるようになります。市民はモバイル端末を介してこのアプリ

ケーションにアクセスし、一つのデジタルIDを使用して認証を受
け、取引を完了させることができます。

このプラットフォームは、ワクチン接種の予約をはじめ、新型コロ

ナウイルス感染症の検査結果の受領、公共料金や税金の支

払い、運転免許証の更新、投票のための登録など、数多くの

目的で使用できます6。香港政府は20の公共サービスに対応
するようにこのプラットフォームをローンチしましたが、対応範囲を

110以上の公共サービスへと拡大する計画を掲げています7。こ

のプラットフォームは、公共システムと民間システム間での相互

運用を可能にするだけでなく、レガシーシステム／プラットフォー

ムと新システム／プラットフォーム間での相互運用を可能にしま

す。例えば、iAM Smartのローンチ以降、民間の金融機関2社
が顧客の本人確認のために、このプラットフォームの認証サービ

スの利用を開始しました。

図2

都市のデジタル成熟度の向上を促す7つのデジタルピボット

データの有効活用
サイロ化し十分に活用されていないデータを集めて有効なものにし、結び付けてサービスや業務に組

み込むことで、効率性とサービス提供を向上させる

柔軟で堅牢なインフラ
需要に応じてキャパシティを柔軟に変更する機能と、セキュリティ・プライバシーへの要求とをバランス

させるテクノロジーインフラを導入する

デジタルに精通した

人材のオープンタレント

ネットワーク

デジタルコンピテンシーを重視してトレーニングプログラムを刷新し、柔軟性と融通性の高い人材モデ

ルに基づいたチーム配置をすることで、必要なスキルセットに素早くアクセスし組織のニーズに合わせ

て柔軟に変化できるようにする

エコシステムへの

エンゲージメント

R&D組織、テクノロジーインキュベーター、スタートアップを含む外部のビジネスパートナーと提携し、テ
クノロジー、人材等のリソースへのアクセスを獲得することで、組織の改善能力やイノベーションの実

行能力を高める

インテリジェントな

ワークフロー

人の能力やテクノロジーの機能の両方を最大限に活用するプロセスを導入し、継続的に調整して

いくことで、ポジティブな成果を着実に生み出し、付加価値の高い業務にリソースを配置できるよう

にする

統合されたカスタマー

エクスペリエンス

顧客の状況を全社で共有して全方位的に把握できる、シームレスなカスタマーエクスペリエンスを提

供することで、顧客は、没入感があり魅力的な環境の中で、デジタル対応と人間による対応が調

和された、便利で楽しい、効率的なやり取りを体験できる。

イノベーションと

新たなビジネスモデル

市民の変化するニーズに対応する新しいビジネスモデルを導入することで、組織のビジネスモデル体

系を刷新し、サービス提供を改善する

出所：デロイトの分析
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調査の結果、各都市が、パーソナライズされたエクスペリエンス

を推進するために、統合デジタルプラットフォームの開発、オムニ

チャネル・エンゲージメント戦略の策定、市民エクスペリエンス・

オフィサーの任命、テクノロジーやプラットフォームへの大規模な

投資を行うことで、公共サービス提供を変革していることが明ら

かになりました（図3）。

統合デジタルプラットフォーム：調査対象都市の62%が、パー
ソナライズされた一つのインタフェースから市民が複数のニーズを

満たせる統合デジタルプラットフォームを開発していました。78%
近くのスマートシティ先進都市がそのようなプラットフォームを開

発していたのに対して、中期段階都市は62%、初期段階都市
は49%でした。

オムニチャネル・エンゲージメント：調査対象都市の大多数が、

市民とのやり取りや連絡を行うためにオンラインとオフラインのど

ちらの方法も開発していました。調査対象都市のうち72%が、
市民とのやり取りや連絡を行う上で、デジタルな方法（モバイ

ルアプリ、ウェブサイト、ソーシャルメディア、クラウドソーシング）

および従来の方法（地域での集会、コールセンター）を活用し

ていると報告しています。スマートシティ先進都市はこの領域で

もリードしており、92%近くがオムニチャネル戦略を採っていると
報告しました。

市民エクスペリエンスの重視：複数の都市では、より良い市

民エクスペリエンスの構築に向けて、チーフ・市民エクスペリエン

ス・オフィサー（CCXO）の任命、あるいは、同様の役職を設置
しました。CCXOの役職を設けている都市は、調査対象全体の
わずか12%と、依然として少数です。しかし、スマートシティ先進
都市では35%が、より良い市民エクスペリエンス構築に向けて
CCXOを任命しています。

市民のプライバシーに関する期待への対処：本調査では、各

種機関がパーソナライズされたサービスを提供する上で個人デー

タを使用することについて多くの市民が懸念しており、この件に

ついて前向きに捉えていた市民はわずか37%であることが分か
りました8。調査の結果、このような考え方は地域やスマートシ

ティの成熟度に関係なく世界中で広まっており、前向きに捉え

ている市民は一貫して少ないことが分かりました。

図3

デジタルサービス提供の変革に向けた
各都市の取り組み

各都市でのデジタルサービス

提供の変革

各都市が考慮する事項

デジタルサービス提供の改善に向けたテクノロジー投資：

各都市のテクノロジー投資は、デジタルサービスを提供する上で

の優先順位を明確に変化させることを志向しています。例えば、

医療領域では、調査対象都市の83%がオンライン診察や遠
隔医療サービスの改善に向けて、大規模なテクノロジー投資を

行っています。同様に、83%の都市が、行政の支援金に関する
堅固なオンラインポータルを構築するために大規模な投資を

行っており、43%がEラーニングやパーソナライズされた教育等の
新たなデジタル教育モデルへ投資を行っています（図4）。

図4

各都市のデジタルサービス提供の変革に向けた
大規模なテクノロジー投資

大規模なテクノロジー投資

パーソナライズされた一つのインタフェース

から市民が複数のニーズを満たせる統合
デジタルプラットフォームを開発している

49%
62%
78%
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都市運営の変革

各都市は、デジタルサービス提供の改善と刷新に加え、バック

エンド業務やデジタルインフラの変革にも注力しています。行政

のバックエンド業務の堅牢化とフロントエンドのサービス提供の

改善は密接に関係していることから、この変革は、デジタル対

応都市に進化を遂げる上での重要なステップとなっています。

ポルトガルのカスカイスは、都市運営を変革する上でどのように

データ統合と新興テクノロジーの力を活用できるか、という観点

での好例を示しています。カスカイスはポルトガルの沿岸にあり、

年間120万人以上の観光客が訪れる都市です。

同市はかつて、医療をはじめ、教育、エネルギー、公共インフラ

に至る、12の行政分野全体を見渡す一元的な視野に欠けて
いました。ほとんどの分野において、各種の取り組みが独自に

行われていたため、それぞれはサイロ化し、実証事業やテクノロ

ジーの導入は戦略的な方向性を持つことなく散発的に行われ

ていました。同市は2018年にマネージドサービスのデジタルコマン
ドセンターであるC2を構築し、統合的な手法を用いてこの課題
に対処しました。縦割りの各行政分野からのデータやプロセスを

統合することで市の運営モデルを再定義し、サイロ型の手法か

ら脱却したのです。統合により、市民サービスの品質が向上し、

有効性と効率性の改善によりコスト削減も実現しました。この

プラットフォームは現在、市民エンゲージメントのアプリ、場所や

所有者別に市の資産を分類した統合リスト、オンラインダッ

シュボード、カスタマイズされたレポート、デジタルツインの機能等

の15の分野横断的なスマート戦略を支えています。

また、同市のスマートな廃棄物管理システムは、交通状況や

道路状況に関するリアルタイムデータを統合して、ごみ収集の

ための経路を最適化し、最適なタイミングを特定しています。こ

れにより、廃棄物管理の運営コストの40%、エネルギーコストの
20%削減に寄与しました。また、このシステムにより、車両の移
動距離を180,000km、炭素排出量350トンを1年当たりで削
減できるようになり、年間で同市が削減できるコストは合計で

600,000ユーロに達すると予想されています。

各都市がこのような統合型のコマンド・コントロールセンターを構

築するには、柔軟かつ安全なデジタルインフラを構築し、行政

分野全体でのデータ統合を可能にする必要があります。C2は、
各部門からのデータをはじめ、スマート街路灯やインフラセンサー

を含む何百万ものIoTデバイスからデータを収集し、アナリティク
スを使ってデータを素早く検証します。この全てはクラウドベース

の安全な環境で管理され、年間を通して変動するサービス需

要に同市が柔軟に対応できるようになっています。

柔軟なデジタルインフラ：各都市では、クラウドテクノロジーへ

の大規模な投資を行い、柔軟なデジタルインフラの構築を継

続的に進めています。現在、調査対象都市の88%近くがクラ
ウドテクノロジーへの大規模な投資を行っており、75%が3年後
もクラウドテクノロジーへの投資を続けていく予定であると回答し

ています（図5）。

安全なインフラ：ランサムウェアの攻撃が世界全体で増加して

いる状況下では、サイバー問題は非常に多くの市行政職員に

とっての重要課題となっており、やるべきことが多く残された領

域でもあります。調査対象都市の約40%が、サイバー攻撃への
準備は「良く整っている、または万全」であると回答しています。

スマートシティ先進都市の95%近くがサイバー攻撃への準備は
良く整っていると回答した一方、初期段階都市で同様の報告

をしたのはわずか8%、中期段階都市では33%でした。スマート
シティ先進都市はプロジェクト進捗の初期段階でサイバーセ

キュリティについて深く考慮する傾向があり、その89%が新しい
テクノロジーやスマート戦略導入の初期段階でサイバーリスクを

考慮していたと回答しました。

行政分野間でのデータ統合： 各都市は、運営する行政機

関全体で、構造化データおよび非構造化データのシームレスな

フローを実現し、データとシステムの相互運用を可能にする必要

があります。これは、市民のニーズを把握し、サービス提供をカス

タム化し、市の役員がデータ駆動型の意思決定を行えるように

する上で重要なことです。スマートシティ先進都市の70%近く、
また中期段階都市の67%が、市の各部門からのデータを統合
するデータ管理システムを使用していると報告しています。一方、

初期段階都市ではわずか49%が同様のデータシステムを使用
していると報告しています。さらに、スマートシティ先進都市の

90%以上がデータの収集と統合を通じて価値を引き出す作業
にきわめて習熟していると報告しており、同様の報告をした中

期段階都市は60%以下、初期段階都市は20%以下でした。

図5
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デジタルとテクノロジーに精通した次世代の行政人材の構築

デジタル変革を行う上で人材は極めて重要です。市の行政機関は適切な人材を適切なタイミングで活用できるようになる必要が

あります。それには、デジタルに精通した人材の採用、既存の人材のスキルアップ、臨時雇用人材の活用だけでなく、競技会やコ

ンペを通じたクラウドワーカーの活用も含まれます。回答者の57%が、自身の都市ではデジタルイノベーションを推進する上で必要な
スキルや人材を確保済みであると考えています（スマートシティ先進都市の場合は73%）。しかし、この数値は誤解を招く可能性
があり、都市のリーダーに誤った安心感を与える可能性があります。

各都市のリーダーが本調査で明らかにした最重要課題には、テクノロジーの急激な変化への適応が含まれていました。各都市は、

テクノロジーの変化を常に把握し、データサイエンス等の高度な技術スキルを活用するために人材モデルを調整する必要があります。

各都市は今日の環境で求められるデジタルスキルや技術スキルを既に獲得しているかもしれませんが、テクノロジーが急激に変化し

ている状況下では、そのようなスキルはすぐに無意味になってしまう可能性があります。そのため、既存の人材プールの継続的な再

教育とスキルアップが必要不可欠になってきます。シンガポール政府は、行政の人材のスキルアップにおいて、最前線に立っています。

2018年、同国のCivil Service College（CSC）は、行政の職員に2,500以上のコースを提供するために、12の高等教育機関
（IHL）と契約を締結しました。CSCはIHLと協力し、デジタルスキルをはじめ、デザイン思考、システム思考、市民との連携といった
新しいスキル領域の研修を民間・公共サービスに従事する人材に提供するために、関連の各種コースをSkillsFutureシリーズとして
編成しました9。

都市運営の変革に向けたテクノロジー投資：現在、調査対象都市の54%が、ロボティック・プロセス・オートメーション（RPA）等の自動
化技術に大規模な投資を行っています。その内でスマートシティ先進都市はこの点において突出しており、89%がそのような技術に対して
多額の投資を行っています。感染症や洪水等の不測の事態を「感知し、対応する」上での助けとなるシステムやプラットフォームへの投資

を開始した都市はわずかでした。また、法律の施行や交通に関する予測機能を構築した都市も少数でした（図6）。
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各都市がデジタルモメンタムを活用する必要性

新型コロナウイルス感染症のパンデミックは、世界各国であら

ゆる面での変化をもたらした出来事として、その名を歴史に残

すでしょう。行政や企業は、パンデミック後のニューノーマルの中

でも進化し続けるでしょう。そして、行政のリーダーの多くは、組

織の運営方法や公共サービスの提供方法を再考する必要性

に迫られるでしょう。しかし、大半の都市では必ず、運営やサー

ビス提供を行う上で「デジタルファースト」の手法を活用していく

と考えられます。

パンデミック下での教訓を生かすことで、行政機関の多くがデジ

タル変革をより速いペースで進められるようになるでしょう。各都

市は「デジタル化を完成」させることで、業務をより早く、より安

く、より良く実行できるようになるだけでなく、運営面でのレジリ

エンスの構築にもつながるのです。

また、市の役員は、予測機能改善のためのテクノロジーおよびプラットフォームにも（現在、また今後3年間）大規模な投資を行っていると
報告しています。投資対象には、データレイク、AI、デジタルツイン、テレマティクス・GIS技術、リアルアイムでのデータ追跡が含まれます。

図6

大規模なテクノロジー投資と予測機能の構築
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